
氏 名 種　別 タ　　　　　イ　　　　　ト　　　　　ル 　　　　発行所・年月日・掲載誌等

評論・解説 「自治体制度とのかかわりをふり返って（巻頭言）」 季報 情報公開・個人情報保護, Vol.49, p.1　平成25年6月

評論・解説 「自治体議会と「住民自治」」 自治日報, 「議会」欄　平成25年7月19日

評論・解説 「合点がいかない道州制論議（巻頭コラム）」 自治総研, 39巻7号, 表紙裏　平成25年7月

評論・解説 「基礎自治体の行政サービス提供体制」 地方議会人, 44巻4号, 31-34頁　平成25年9月1日

評論・解説 「思いがけない論及（巻頭コラム）」 自治総研, 39巻12号, 表紙裏　平成25年12月

評論・解説 「反省求められる「平成の大合併」」 山梨日日新聞,「時標」欄　平成26年1月19日

評論・解説 「政策評価の「基本方針」をめぐって（巻頭言」 季刊 評価クォータリー, No.98, p.1　平成26年1月25日

評論・解説（共著） 冊子『道州制の導入には断固反対～道州制の問題点～』 全国町村議会議長会、道州制と町村議会に関する研究会報告書　平成26年3月

その他学術論文
「大都市制度のゆくえと自治体間連携・補完の可能性――第30次地方制度調査会答申を読む―
―」

『自治体法務研究』第35号　平成25年11月15日

その他学術論文 「「行政区」改革と議会改革」 『市政研究』第181号　平成25年10月15日

調査・報告 「自治体内分権の可能性と合意システムの構築」
地方自治研究機構『政策形成過程における住民参加のあり方に関する調査研究』平成26年2
月

評論・解説
「住民投票による住民自治の拡充・強化」「地域政治＝地域民主主義の変容」「閉塞状況を突破
する議会からの政策サイクル」

『ガバナンス』2013年5月号、同年年８月号、同年12月号　平成25年5月1日、平成25年8月1
日、平成25年12月1日

評論・解説
「大都市制度改革の背景と軽視されてきた住民自治の拡充――大都市の新たな役割と「都市内分
権」の課題――」

『地方議会人』2013年9月号　平成25年9月1日

評論・解説
「入門　地方議会改革～住民自治の根幹としての議会を作動させる～」「議会改革の実践手法～
議会からの政策サイクルを作動させる～」

方政府研究所ICT研修プラットフォーム「eマナビバ」　平成26年2月28日

評論・解説
「住民投票を住民自治の拡充のために」「議員が陥りやすい報酬・定数の論点」「定数―討議で
きる人数を提案する理由」「議員報酬の中途半端さを考える」

『自治日報』　平成25年4月19日、平成25年9月20日、平成26年2月21日、平成26年3月28日

評論・解説 「『住民自治の根幹』として議会が動き出す新たなステージ」 『地方自治職員研修』2014年4月号　平成26年3月18日

評論・解説
「住民自治を進める議会のもう一歩――フォーラムとしての議会とそれを推進する議員の意識―
―」

『議員NAVI』vol.24　平成26年3月10日

評論・解説 「自治体議会学」第49回～60回 『ガバナンス』2013年4月号～2014年3月号　平成25年4月1日～平成26年3月1日

評論・解説
「議会人からの実践的提言――悩みを議会改革のバージョンアップへ――」「住民自治・議会改
革を進める終わりなき旅路」

『日経グローカル』2013年4月上旬号、2014年3月下旬号　平成25年4月1日、平成26年3月15
日

口頭発表 「『基礎自治体』の変容－住民自治の拡充の視点から連携を考える－」 2013年度日本地方自治学会の研究会共通論題Ⅰ「基礎自治体をめぐる現状と課題」　11月9日　長岡市商工会議所

著書（共著） 『平和構築へのアプローチ：ユーラシア紛争研究の最前線』 吉田書店　平成25年12月6日

著書（共著） 『「米中対峙｣時代のASEAN：共同体への深化と対外関与の拡大』 明石書店　平成26年2月10日

その他学術論文 「Japan-Vietnam Cooperation for Peace and Security of the Asia-Pacific」
International Conference: Revitalizing Vietnam-Japan Relations in the New
International and Regional Context, organized by the National University of Hanoi
平成25年9月20日

評論･解説（共著） 「国際関係･安全保障用語辞典」 ミネルヴァ書房　平成25年4月30日

著書 『放射能とナショナリズム』 彩流社　平成25年3月11日

学術論文 「泰緬鉄道の捕虜収容所における捕虜軍医の医療活動」 『軍事史学』第49号第4号　平成25年3月31日

学術論文 「Making and Breaking the Humanitarian」 香港大学　平成24年4月25日～27日

学術論文 「日露戦争のイメージと表象」 日ロ歴史家会　平成24年10月27日～29日

その他学術論文 「複合災害後の〈苦悩の記憶〉の記録化」 『山梨学院生涯学習センター研究報告書』第27輯　平成24年3月31日
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学術論文（共著） 「道州制に対する批判的考察－地方自治論の立場から－」 『日本都市学会年報』Vol.46　平成25年5月

学術論文（共著） 「自治体監査制度の再検討―市町村監査委員制度の改革案を中心として－」 『日本都市学会年報』Vol.46　平成25年5月

その他学術論文（共著） 「動的相互依存モデルの『空き家管理条例』への適用」 山梨学院大学『法学論集』第72号・73号合併号　平成26年3月10日

その他学術論文 「わが国の教育行政制度・教育政策の政治イデオロギー的改革に関する若干の考察」 山梨学院大学大学院社会科学研究科『研究年報　社会科学研究』第34号　平成26年2月15日

評論・解説 「討議民主主義と住民投票」 『地域から。未来が見える』山梨総研Vol.15　平成25年5月

評論・解説 「道州制導入の是非を議論するためのノート（上）」 『山梨総研ニュースレター』Vol.185-1　平成25年12月26日

評論・解説 「道州制導入の是非を議論するためのノート（下）」 『山梨総研ニュースレター』Vol.186-1　平成26年1月28日

評論・解説 「道州制反対論者が考えるこれからの府県の役割」 『月刊地方自治職員研修』公職研2014年1月　平成26年1月

口頭発表（共同発表） 「自治体政策過程における相互参照－相互参照先に関する考察を中心として－」 2013年度日本都市学会（高松市「サンポート高松」）　平成25年10月26日

口頭発表（共同発表） 「地方独立行政法人制度と地域医療－地方独立行政法人『山梨県立病院機構』を題材として－」 2013年度日本都市学会（高松市「サンポート高松」）　平成25年10月26日

中 井 道 夫 その他学術論文 「市町村合併によるコミュニティ行政の変化――山梨県の場合――」 山梨学院大学『法学論集』第72号・73号合併号　平成26年3月10日

その他学術論文
「消費社会における成人の学習の意義に関する研究ノート(Ⅱ)―消費者教育の方法論的基礎とし
ての社会的学習理論―」

『大学改革と生涯学習』(山梨学院生涯学習センター紀要)第18号　平成26年3月26日

評論・解説 「非日常性と対峙する生涯学習研究
『山梨学院生涯学習センター創設20周年記念論集』(山梨学院生涯学習センター研究報告 第
27輯)pp.7-8　平成26年2月25日

評論・解説 「『消費者教育の現代的課題』について」
『山梨学院生涯学習センター創設20周年記念論集』(山梨学院生涯学習センター研究報告 第
27輯)pp.68-69　平成26年2月25日

その他 「ワイン物語の舞台としての山梨」
山梨県生涯学習推進センター発行『生涯学習やまなし』Vol.78(2013,Winter),p.4　平成25
年12月26日

学術論文 「ナショナリストたちのネーションの語り―「ガーゲン・モデル」の応用」 『社会志林』60(4)法政大学　平成26年3月

その他 「ナショナリティ生成の分析枠組み―社会構成主義と他のアプローチの接合―」 山梨学院大学『法学論集』第72号・73号合併号　平成26年3月10日

その他 「法諺あれこれ『金請けするとも人請けするな』」 「法史の玉手箱」法務史料展示室だより第32号法務省大臣官房司法法制部　平成25年8月

その他 「法諺あれこれ『沽券が下がる・沽券にかかわる』」 「法史の玉手箱」法務史料展示室だより第33号法務省大臣官房司法法制部　平成25年12月

日 高 昭 夫 学術論文 「自治体における外部評価の役割と課題（１）――山梨県での経験に基づく外部評価論」 山梨学院大学『法学論集』第72号・73号合併号　平成26年3月10日

著書（共著） 『新しい政治主体像を求めて――市民社会・ナショナリズム・グローバリズム』 法政大学出版局　平成26年2月27日

学術論文 「社会変革思想としての意識変革エコフェミニズム」 『環境思想・教育研究』（環境思想・教育研究会　編集・発行）第6号　平成25年3月31日

その他 「福島第一原子力発電所事故の前にも後にも環境政治理論が問うもの」 『山梨学院生涯学習センター創設20周年記念論集』　平成26年2月25日

著書 『権利擁護が支援を変える－セルフアドボカシーから虐待防止まで』 現代書館　平成25年11月

著書（共著） 『新・基礎からの社会福祉　障害者福祉』 ミネルヴァ書房　平成26年2月

その他学術論文 「社会科学に求められる物語論的転回」 『山梨学院生涯学習センター創設20周年記念論集』(山梨学院生涯学習センター研究報告 第27輯　平成26年2月25日

評論・解説 「障害者虐待防止法試行から1年　その成果と課題」 『部落解放』687号、p107-115　平成26年1月

評論・解説 「私たちが目指す共生社会の実現に向けて－支援現場に役立つ基礎知識」 『さぽーと』685号、p46-51　平成26年2月

口頭発表 「コミュニティ・ソーシャルワーカーに求められる変容課題」 日本社会福祉学会　第61回秋季大会2013年9月22日(日)　平成25年9月

学術論文（共著） 「父親との政治的会話と子どもの政治関与の関連：成人形成期の子どもを対象とした検討」 山梨学院大学『法学論集』第72号・73号合併号　平成26年3月10日

学術論文 「雇用形態と健康の関連：非正規雇用者と正規雇用者の比較」
東京大学　社会科学研究所　付属　社会調査・データアーカイブ研究センター　平成26年3
月

その他（共著） 「How the children perceive their mothers’ attitudes toward their fathers?」 The 13th European Congress of Psychology　平成25年7月12日

学術論文 「ゾーニングの変更における適用除外（variance）の可能性」 日本不動産学会学術論文集第29号79-86頁 　平成25年11月

学術論文
「産業廃棄物処分場への措置命令をすることの義務付け請求訴訟―福岡高判平成23年2月7日判時
2122号45頁」

人間環境問題研究会環境法研究38号134-148頁　平成25年10月
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